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ＩＣＴの発達と韓国の民事手続
より良い裁判に向けた法院の取り組み:
司法情報化と電子訴訟
民事訴訟の変化と民事訴訟法の発展:
証人/鑑定人に対する映像による遠隔尋問
文書、電子文書の概念の再検討
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韓国と日本の民事訴訟法学研究者の皆様に尊敬と歓迎の意を込めて
ご挨拶申し上げます。
私は判事のオ・ヒョンソクと申します。
今は全国民がスマートフォンを使い、自律走行車が高速道路を走る時代
です。韓国の法院は司法情報化という海で、電子訴訟という空で、前に
向かって進んでいます。
これは、より良い裁判、正しい裁判に向けた法院の長年の取り組みであ
り、また法学研究者の皆様の知恵とご支援のお陰です。
これからも法院と学界が、そして韓国の学界と日本の学界が、交流して
いく中、民事訴訟と民事訴訟法がより発展することを期待しつつ、ＩＣ
Ｔの発達と韓国の民事手続というテーマで発表させていただきます。よ
り良い裁判に向けた法院の司法情報化への取り組み、そして電子訴訟に
関する話から始めさせていただきます。
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登記申請、家族関係登録申請等に関して、当該ＨＰにおいて、
電子閲覧・交付のみならず、電子受付も実施している。
総合法律情報ウェブサイト、ボブゴウル(法の村)ＬＸ(ＤＶＤ
バージョン、ＵＳＢバーション)
☞ 法令、判例、文献を国民に提供(司法府が独自に開発)
韓国法院ウェブサイト / モバイルアプリ
☞ 事件進行の状況を国民に対して透明に提供
法院のウェブサイトで判決文の閲覧複写を提供(民事訴訟法第
１６３条の２、刑事訴訟法第５９条の３)
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2003年 大法院司法電子ファイリング構築計画を策定
2006年10月27日 ｢督促手続における電子文書の利用等に関する法律｣を公
布、施行
2010年3月24日 ｢民事訴訟における電子文書の利用等に関する法律｣を公
布、施行
2010年4月26日 特許事件の電子訴訟を施行
2011年5月2日 全国法院/支院における民事事件の電子訴訟の施行
2013年1月21日 家事·行政電子訴訟の施行
2013年9月16日 保全処分などの電子訴訟の施行
2014年4月28日 回生·破産電子訴訟の施行
2015年1月1日 市・郡法院の電子訴訟の施行
2015年3月23日 執行·非訟の電子訴訟の施行
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施行当初の２０１１年頃には、電子訴訟を担当する裁判部を置
くことを原則としたものの、
今は民事本案の裁判部のほとんどが電子訴訟業務を担当してお
り、大半が紙媒体訴訟を並行して担当している。
民事訴訟などの印紙法を改正
⇨ 電子訴訟を利用する場合、印紙額の１０％軽減
⇨ 電子訴訟の利用増加
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電子的事件管理
韓国法院の裁判事務システムは、高い水準に発展
判決文の作成・管理、法官統合裁判支援システムの定着に成功
電子法廷
実物投影機、ビームプロジェクターと法廷スクリーン、法廷録音装備を
既に備えている
陪席判事席、参与官席、当事者席にもコンピューターとデュアルモニタ
ーを設置及び相互連携
訴訟書類の電子的提出及び記録の電子化
訴訟書類が電子的形態で作成、伝送、提出、受付、管理、検索、閲覧、
保存される
当事者にとっては電子的提出/送達/閲覧
法院にとっては記録の電子化
= 両側面は互いに別々のもの
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当事者
電子訴訟ＨＰ http://ecfs.scourt.go.kr で訴訟書類の電子提出
クレジットカード決済/携帯電話決済/口座振り込み/仮想口座の方式で印紙額·
送達料をオンラインにて納付
当事者はいつでもどこでも事件記録の無料閲覧・ダウンロードが可能(パソコン
/タブレット/スマートフォン)
期日の通知、相手方より提出された訴訟書類、法院の各種裁判書を電子送達で
受け取ることで迅速に確認し裁判を準備
法廷スクリーン/ビームプロジェクター及びマルチメディアを活用した立体的弁
論
判事
いつでもすべての訴訟記録の確認・検討が可能
電子記録ビュアーは総合的な事件情報を立体的に提供
各種署名・捺印は電子署名、電子決済で代替
終局裁判文は電子文書が原本であり、印刷捺印しない。
法廷録音の全面な施行により証人尋問調書は録音ファイルを意味(録取書は別途
作成)
スマートワークセンターのオンライン遠隔勤務制度を施行
2016フレックスタイム制を導入: 時間制勤務、育児期の勤務時間の短縮、時差
通勤
11
契約紛争の解決部門における各国の司法制度評価
世界銀行(World Bank)は毎年、世界各国の企業環境を、企業のライフサ
イクルに合わせて「創業」から「解散」まで１０部門に分けて、各部門
において企業が直面する規制を手続·時間·コスト中心の詳細指標で測定
した「企業環境評価レポート(Doing Business)」を公表してきました。
韓国の司法制度は１０部門のうち「契約紛争の解決に向けた司法制度
(Enforcing Contracts)」項目で、２０１０年、初めて５位になった以来
、２０１２年から２０１４年までの３年連続で世界２位の評価を受けま
した。人口１、０００万人以上の国では世界トップです。評価基準がよ
り複雑になった２０１６年にも世界２位の評価を受けました。
12
契約紛争の解決部門における各国の司法制度評価
契約の紛争の解決のための司法制度部門は、時間(Time」、費用(Cost)、司法手
続の質(Quality of Judicial Process)の３つの詳細指標から構成されます。そ
のうち「司法手続の質」の項目は、２０１５年までの「手続の複雑さ」項目に
代わって２０１６年、新たに導入されました。世界銀行は「司法手続の質」項
目の具体的な評価要素として、➀ 法院の構造と手続(Court structure and
proceedings) 、 ➁ 事 件 管 理 (Case management) 、 ➂ 法 院 自 動 化 (Court
automation)、➃ 代替的紛争解決(Alternative dispute resolution)などを挙
げています。この詳細指標は、これまで韓国の司法府が進めてきた法官の専門
性の強化及び事件処理方法の多変化、迅速且つ充実した審理モデルの開発、電
子訴訟の拡大、調停活性化等で評価することができる部分です。
韓国司法制度の評価は、その他にも、倒産手続部分で２０１４年１５位、２０
１５年５位、２０１６年４位にまで順位が上昇し、財産権登録部門においても
２０１５年７９位から２０１６年４０位へと順位が上昇しました。
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民法、民事訴訟法、刑法、刑事訴訟法には電子文書と文書を定義する定めがない 。民法
本則は文書について触れていない。刑法第2編第20章の文書に関する罪の規定にも定義規
定は定められておらず、第237条の2の複写文書に関する規定があるに過ぎない。
『電子政府法』第2条第7号でいう「電子文書」とは、コンピューターなど情報処理能力
を有する装置によって電子的形態で作成され、送信·受信又は保存される標準化された情
報である。
『電子文書及び電子取引基本法』 (略称: 電子文書法)第2条第1号でいう「電子文書」と
は、情報処理システムによって電子的形態で作成され 、送信·受信又は保存される情報で
ある。
『情報通信網の利用促進及び情報保護等に関する法律 』第2条第5号でいう「電子文書」
とは、コンピューターなど情報処理能力を有する装置によって電子的形態で作成され 、
送信・受信又は保存された文書形式の資料として標準化されたものをいう 。
『行政手続法』第2条第8号でいう「電子文書」とは、コンピューターなど情報処理能力
を有する装置によって電子的形態で作成され、送信·受信又は保存された情報である。
『電子金融取引法』第2条第9号にいう「電子文書」とは「電子取引基本法」第2条第1号
の規定に従って作成、送信・受信又は保存された情報をいう。
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電子訴訟同意者、電子訴訟義務者は電子文書提出義務を負う
電子訴訟同意者が紙媒体で提出した場合、提出していないものと看做される(規
則第１２条第２項)
電子文書の提出の例外として紙媒体書類の提出が可能な場合(法第８条)
電子訴訟システム又は情報通信網の障害
電子文書化が困難か不適切な場合(書籍、電子文書への変換が技術的に困難な場
合、営業秘密が含まれている場合、その他の理由で裁判長が許可した場合)
提出･変換された電子文書の同一性(規則１７条)
電子文書の提出 : 提出日から１週間経過又は期日陳述時、異議権を喪失
紙媒体書類の提出及び法院のスキャン : 紙媒体書類とスキャンされた電子文書
の同一性の確認機会付与時、異議権を喪失
補完命令(規則１８条)
読み取り困難、原本確認を要する場合、電子文書の再提出又は原本提出命令
ファイル容量制限(例規３条)
計５０ＭＢ(電子文書を１件提出したとき)。 １ファイル１０ＭＢ(民事執行鑑
定評価書は１ファイル５０ＭＢ)
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送達を受ける者が登載された電子文書を確認したときに送達されたものと看做す。但し
、その登載事実を通知した日から1週間以内に確認を行なわないときは、登載事実を通知
した日より１週間が過ぎた日に送達されたものと看做す (法第１１条第４項)。
大法院２０１４・１２・２２付２０１４ダ２２９０１６命令
判決が言い渡された後、判決文を電子文書にて電算情報処理システムに登載し、その事
実を電子的に通知したものの、登録使用者が判決文を 1週間以内に確認しなかった場合、
判決文送達の効力が発生する時期は登載事実を登録使用者に通知した日の翌日から起算
して７日が過ぎた日の午前０時となり、上訴期間は民法第１５７条但書に基づいて送達
の効力が発生した当日から初日を算入して起算、２週間になる日をもって満了する。
大法院２０１３・４・２６付２０１３マ４００３決定
未確認の送達と看做される時期は、電子郵便とＳＭＳの両方の方法で登載事実が通知さ
れた日から１週間が過ぎた日と看做す。
大法院２０１５・８・２７言渡２０１４ジェダ２０５９判決
電子郵便の方法で再審対象事件に関する電子文書である上告記録受付通知書の登載事実
の通知を受けてから登載された上告記録受付通知書を確認した場合、その確認したとき
に原告は上告記録受付通知書の送達を受けたものと看做すのが相当であり、その登載事
実が携帯電話番号によるＳＭＳの方法で通知されなかったとしても、上告記録受付通知
書の登載事実の通知を受けた原告がその登載された上告記録受付通知書の確認による送
達の効力を否定することはできず…
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スマートフォン、タブレットを通じて法律情報を国民にモバイ
ルで提供:
• 韓国法院アプリ
• 大法院インターネット登記所アプリ
• 法院図書館アプリ
• 刑事司法ポータルアプリ
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音声ファイル、動画ファイルに対し敢えて検証の方法によらずとも、法
第１３条の特例によって効率的な証拠調べが可能。
電子記録ビューアーの書証等目録で該当する甲号証/乙号証をクリックす
れば当該オーディオ又はビデオファイルが実行される
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マルチメディア
証拠資料としては裁判長の許可が不要
主張資料としては裁判長の許可が必要
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裁判が行われている法廷の様子
法台には判事一人に対して２台のモニター
当事者席にもラップトップ
上記モニターを統合制御する法廷画面制御プログラム
法廷スクリーンとビームプロジェクター及び実物投影機を活用
法廷録音システムによりマルチチャンネルで録音され、録音ファイル自
体が証人尋問調書に添付・連結される(録取書は別途作成)
すなわち、証人尋問調書は法廷録音システムに保存された録音ファイル
をいい、電子記録ビュアーの記録目録で当該証人尋問調書をクリックす
ると当該mp3録音ファイルが実行される。
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法院内部使用者用の電子記録ビューアー
立体的に記録を検討
総合的な事件情報を一括提供
各種証拠/送達情報などへのショートカット
記録目録のアイコンをクリック → 送達有無、送達日、許可
/不許可/確認、簡易決済
色: 赤、青、緑、黒
マルチメディア証拠は検証ではなく甲号証、乙号証(法第１３
条、規則第３１条ないし第３４条、第１３条参照)
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電子記録の内容を検索
検索オプション: 記録全体 / 現在の文書 / 文書名 / 提出者
名
スキャンされた電子化文書には適用なし
text pdf提出の強制ないしe-form活性化という問題と関係あり
(米連邦法院は画像pdf提出を禁じている)
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記録キャビネットは事件管理のための強力なツールであり、記録キャビ
ネットを活用して全体の事件管理を向上させる効果がある。
事件初期段階の進行管理に相当な助け
訴状審査・訴状送達段階における職員の業務状況を総合して監督
紙媒体事件ㆍ電子事件いずれも、書類受付後速やかにキャビネット画面
で事件を把握し、期日の指定、釈明準備命令などを早期に処理
追加提出文書など、様々な事件情報を照会
事件番号の検索や多重整列など使用者に便利な機能
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記録キャビネットの詳細画面ではマウスの右クリックで様々な業務処理
が可能;
コートネット事件検索、業務連絡の登録、お知らせする事件の登録、事
件毎の送達現況の照会など
事件番号をクリックすると内部用の電子記録ビュアーが実行される。
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日本の裁判所でもテレビ会議装置の利用率が低い。
日本最高裁判所は２０１５年２月１６日、ＩＳＤＮ回線に代わ
る外部接続手段に関して、代替回線のセキュリティと費用問題
などを考慮し検討し続ける予定であることを全国の裁判所に知
らせたという。
日本の裁判所において、電話会議装置を利用した準備手続は頻
繁に活用。当事者の一方が裁判所に出席しなければ電話会議は
できないという不便がある。この点は、新たに立法された非訟
事件手続法及び家事事件手続法(いずれも２０１３年１月１日
施行)においては解決済みだが、民事訴訟法令においては未解
決。
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日本の民事訴訟法
（映像等の送受信による通話の方法による尋問）
第204条 裁判所は、次に掲げる場合には、最高裁判所規則で定めるところにより、映像
と音声の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話をすることができる方法に
よって、証人の尋問をすることができる。
一 証人が遠隔の地に居住するとき。
二 事案の性質、証人の年齢又は心身の状態、証人と当事者本人又はその法定代理人との
関係その他の事情により、証人が裁判長及び当事者が証人を尋問するために在席する場
所において陳述するときは圧迫を受け精神の平穏を著しく害されるおそれがあると認め
る場合であって、相当と認めるとき。
日本民事訴訟規則
(映像等の送受信による通話の方法による尋問・法第 204条)
第123条 法第204条（映像等の送受信による通話の方法による尋問）第一号に掲げる場合
における同条に規定する方法による尋問は、当事者の意見を聴いて、当事者を受訴裁判
所に出頭させ、証人を当該尋問に必要な装置の設置された他の裁判所に出頭させてする
。
2．法第204条第二号に掲げる場合における同条に規定する方法による尋問は、当事者及
び証人の意見を聴いて、当事者を受訴裁判所に出頭させ、証人を受訴裁判所又は当該尋
問に必要な装置の設置された他の裁判所に出頭させてする。この場合において、証人を
受訴裁判所に出頭させるときは、裁判長及び当事者が証人を尋問するために在席する場
所以外の場所にその証人を在席させるものとする。
3．前二項の尋問をする場合には、文書の写しを送信してこれを提示することその他の尋
問の実施に必要な処置を行うため、ファクシミリを利用することができる。
4．第1項又は第2項の尋問をしたときは、その旨及び証人が出頭した裁判所（当該裁判所
が受訴裁判所である場合を除く。）を調書に記載しなければならない。
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日本民事訴訟法
第210条第195条、第201条第2項、第202条～第204条及び第206条の規定は、当事者本人の
尋問について準用する。
（映像等の送受信による通話の方法による陳述）
第215条の3 裁判所は、鑑定人に口頭で意見を述べさせる場合において、鑑定人が遠隔
の地に居住しているときその他相当と認めるときは、最高裁判所規則で定めるところに
より、隔地者が映像と音声の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話をする
ことができる方法によって、意見を述べさせることができる。
（証人尋問の規定の準用）
第216条 第191条の規定は公務員又は公務員であった者に鑑定人として職務上の秘密に
ついて意見を述べさせる場合について、第 197条から第199条までの規定は鑑定人が鑑定
を拒む場合について、第201条第1項の規定は鑑定人に宣誓をさせる場合について、第 192
条及び第193条の規定は鑑定人が正当な理由なく出頭しない場合、鑑定人が宣誓を拒む場
合及び鑑定拒絶を理由がないとする裁判が確定した後に鑑定人が正当な理由なく鑑定を
拒む場合について準用する。
（音声の送受信による通話の方法による専門委員の関与）
第九十二条の三 裁判所は、前条各項の規定により専門委員を手続に関与させる場合に
おいて、専門委員が遠隔の地に居住しているときその他相当と認めるときは、当事者の
意見を聴いて、同条各項の期日において、最高裁判所規則で定めるところにより、裁判
所及び当事者双方が専門委員との間で音声の送受信により同時に通話をすることができ
る方法によって、専門委員に同条各項の説明又は発問をさせることができる。
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第一審法院の文書提出命令に対して被告が即時抗告、再抗告
35
民事訴訟等における電子文書の利用等に関する法律 (略称: 電子訴訟法、民訴電子文書
法; 2010年3月24日施行)
第3条(適用範囲)
同法は以下各号の法律による手続に適用する。
1. 「民事訴訟法」(第5編は除く)
2. 「家事訴訟法」
3. 「行政訴訟法」
4. 「特許法」(第9章に限る)
5. 「民事執行法」
6. 「債務者回生及び破産に関する法律」
7. 「非訟事件手続法」
8. 第1号から第7号までの法律を適用し、又は準用する法律
第5条(電子文書による民事訴訟等の遂行)
② 同法に基づいて作成ㆍ提出ㆍ送達ㆍ保存する電子文書は、他法律に特段の定めがない
限り、第3条各号の法律に定めた要件と手続による文書と看做す 。
第13条(証拠調査に関する特例)
① 電子文書に対する証拠調査は、以下各号の区分による方法で行うことができる 。
1. 文字その他記号、図ㆍ写真等に関する情報に対する証拠調査: 電子文書をモニター、
スクリーン等を利用して閲覧する方法
2. 音声や映像情報に対する証拠調査: 電子文書を聴取・視聴する方法
② 電子文書に対する証拠調査に関しては、その性質に反しない範囲で「民事訴訟法」第
2編第3章第3節から第5節までの規定を準用する。
36
大法院決定例の当該事件ソウル中央地方2009カ単144157は、電子訴訟法
が適用されない事件[法附則第1項、規則附則(2011年3月28日)第2、3条
]。紙媒体記録事件であり、電子提出もしていない(電子訴訟法は紙媒体
記録事件にも適用され、紙媒体記録事件においても電子提出が可能であ
る)。
よって、電子訴訟法第5条第2項の「同法によって作成・提出・送達・保
存する電子文書」に当たらないので、上記事件では電子訴訟法との衝突
は発生しなかった。
u 文書、電子文書の概念の見直し = 大法院の事実審の充実化司法制度
改善委員会の推進課題のうち、「文書提出命令制度の改善、韓国型ディ
スカバリー制度の導入」とともに検討すべき問題。
u 米国では2006年12月1日、連邦民事訴訟規則(Federal Rules of Civil
Procedure)を改正し、ESI(Electronically Stored Information)を証拠
開示の対象に含む。
u 電子証拠開示(e-discovery)は、Artificial Intelligence and the
Lawの活躍分野の一つ。
37
知識基盤社会、人間中心社会における司法府の役割または電子
訴訟の意味
超未来時代に備えた司法情報化と民事訴訟法学の課題は数え切
れないほど多い。
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